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証券コード　5216

平成31年３月12日

株 主  各  位
宮 城 県 栗 原 市 若 柳 武 鎗 字 花 水 前 １ 番 地 １

株 式 会 社 倉 元 製 作 所
代表取締役社長 鈴 木 　 聡

第44回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素より格別のご高配を賜り誠にありがたく厚くお礼申しあ
げます。
　さて、当社第44回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成31年３月26日（火曜日）
の午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成31年３月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 宮城県栗原市若柳字川北古川83

栗原市若柳総合文化センター（ドリーム・パル）
（開催場所が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご
案内略図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第44期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第44期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議案 取締役４名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。

◎本招集ご通知の提供書面のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の
個別注記表につきましては、法令及び当社定款の定めにより、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載しておりま
すので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
従いまして、監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類は、
本招集ご通知の提供書面の各書類のほか、当社ウェブサイトに掲載している
連結注記表及び個別注記表となります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じ
た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで ）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度（平成30年１月１日～平成30年12月31日）におけるわが

国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって
緩やかに回復していくことが期待されるものの、海外経済の不確実性や金
融資本市場の変動の影響等によるリスクがある状況で推移いたしました。
このような環境の中、当社グループの［ガラス基板事業］は、経営改革

施策によるコスト削減等の効果は現れてはいるものの、前年から引き続き
受注が低迷したことから売上は低調に推移いたしました。
これらの結果、当連結会計年度の売上高は、1,699百万円（前期比15.0％

減）に、営業損失は207百万円（前期は営業損失137百万円）に、経常損失
は293百万円（前期は経常損失228百万円）に、親会社株主に帰属する当期
純損失は293百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失198百万円）
となりました。
セグメント別の業績は以下のとおりであります。

［ガラス基板事業］
ガラス基板事業においては、経営改革施策によるコスト削減等の効果は

現れてはいるものの、前年から引き続き受注が低迷したことから売上は低
調に推移し、売上高は1,397百万円（前期比21.0％減）に、セグメント損失
は187百万円（前期セグメント損失は118百万円）となりました。
［産業用機械事業］
産業用機械事業は、売上高は211百万円（前期比15.3％増）に、セグメン

ト損失は６百万円（前期セグメント利益は１百万円）となりました。
［その他事業］
その他事業は売上高は120百万円（前期比147.7％増）に、セグメント損

失は11百万円（前期セグメント損失は25百万円）となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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②　企業集団の設備投資の状況

　当連結会計年度は、製造設備・基幹システムへの投資を中心に55百万円

の投資を実施しました。主な内訳は、ガラス基板事業における製造設備へ

の投資22百万円、その他事業における製造設備への投資27百万円でありま

す。

③　企業集団の資金調達の状況

　記載すべき事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 41 期

(平成27年12月期)
第 42 期

(平成28年12月期)
第 43 期

(平成29年12月期)

第 44 期
(当連結会計年度)

(平成30年12月期)

売 上 高 (百万円) 5,864 2,659 1,999 1,699

経常損失（△） (百万円) △627 △648 △228 △293

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失
（△）

(百万円) △632 △2,001 △198 △293

１株当たり当期純
損失（△）

(円) △39.16 △124.01 △12.28 △18.20

総 資 産 (百万円) 9,611 4,082 2,955 2,526

純 資 産 (百万円) 2,495 452 244 △54

１株当たり純資産額 (円) 154.57 28.01 15.16 △3.37

（注）１株当たり当期純損失は自己株式を控除した期中平均株式数に基づき算出し、１株当たり

純資産額は自己株式を控除した期末発行済株式総数に基づいて算出しております。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社倉元マシナリー 22百万円 73.5％ 産業用機械の製造及び販売

－ 4 －

重要な親会社及び子会社の状況
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(4) 対処すべき課題
　当社グループは、前連結会計年度までに４期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しております。

　前連結会計年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化等によるコスト削減を推し進めると

ともに、新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売

却による借入債務の圧縮を実行いたしました。しかし、当連結会計年度においては、コスト

削減等の効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失207百万円、

経常損失293百万円を計上するとともに、親会社株主に帰属する当期純損失293百万円を計上

するに至っております。また、自己資本は54百万円の債務超過となり依然として厳しい状況

で推移しております。

　このような状況を受け、当社は、平成30年12月末から平成31年３月末までの借入金の返済

を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって

期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しております。これらにより、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社グループは当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下

の諸施策を実施しております。

①既存のガラス基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化すると

ともに、受注拡大に向けた試作開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した

新規ビジネスを展開してまいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、そ

の有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに挑んでまいります。さらに、長期的に

は他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分

野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理

業務の効率化を図り固定費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規

模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び人員配置の見直しを機動的に実施し

てまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力して

まいります。設備投資については投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、

初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコス

トを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる方法を検討し

てまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向

け、資金を最大限に活用してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、

現状においては厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断して

おります。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう協議を進め

てまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められます。

－ 5 －

対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成30年12月31日現在）

　当社グループはフラットパネルディスプレイ（FPD）用ガラス基板事業を主

に、産業用機械事業など精密加工事業に関する事業を営んでおります。

事 業 内 容 主要製品

ガ ラ ス 基 板 事 業 FPD用ガラス基板

産 業 用 機 械 事 業 産業用機械及び部品等

(6) 主要な営業所及び工場（平成30年12月31日現在）

会 社 名 種 別 所 在 地

株式会社倉元製作所

本 　 　 　 社 宮城県栗原市若柳武鎗字花水前1番地1

東京オフィス 東京都千代田区鍛冶町1丁目10番4号 丸石ビルディング4F

若 柳 工 場 宮城県栗原市若柳武鎗字花水前1番地1

花 泉 工 場 岩手県一関市花泉町油島字内別当19番地の1

株式会社倉元マシナリー 本 社 ・ 工 場 宮城県名取市愛島台1丁目4番地の9

(7) 使用人の状況（平成30年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ガ ラ ス 基 板 事 業 117(5)名 △23(2)名

産 業 用 機 械 事 業 16名 △1名

そ の 他 事 業 8(5)名 4(5)名

合 計 141(10)名 △20(7)名

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数を( )外数で記載しております。

２．使用人数が前連結会計年度末と比べて20名減少しておりますが、その主な理由は、当

社の通常の自己都合退職によるものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

125(10)名 △19(7)名 44.8歳 23.4年

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数を( )外数で記載しております。

２．使用人数が前期末と比べて19名減少しておりますが、その主な理由は、通常の自己都

合退職によるものであります。

－ 6 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況



2019/02/26 10:35:49 / 18499347_株式会社倉元製作所_招集通知

(8) 主要な借入先の状況（平成30年12月31日現在）

借　入　先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 647百万円

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 550

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 473

株 式 会 社 百 五 銀 行 316

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 277

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 7 －

主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 33,700,000株

②　発行済株式の総数 16,142,290株（自己株式880株を除く）

③　株主数 7,281名（前期末比 1,434名減）

④　上位10名の株主

株 主 名 持株数 持株比率

鈴 木 　 　 聡 1,308千株 8.1％

有 限 会 社 ク ラ モ ト Ｆ ＆ Ｆ 911 5.6

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 315 2.0

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 304 1.9

株 式 会 社 ラ イ ブ ス タ ー 証 券 276 1.7

Ａ Ｇ Ｃ 株 式 会 社 240 1.5

松 井 証 券 株 式 会 社 202 1.3

福 田 　 泰 二 166 1.0

片 桐 　 将 晴 155 1.0

宮 崎 　 晴 夫 152 0.9

（注）持株比率は自己株式(880株)を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況

　　　　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　　　　該当事項はありません。

③　その他新株予約権等に関する重要な事項

　　　　該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成30年12月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 鈴 木 聡 ㈱倉元マシナリー代表取締役会長

取 締 役 関 根 紀 幸 経営管理部長、㈱倉元マシナリー取締役

取 締 役 佐 藤 昭 則 製造部長

取 締 役 千 葉 和 彦 営業部長

監 査 役 （ 常 勤 ) 菅 原 信 次 ㈱倉元マシナリー監査役

監 査 役 筒 井 俊 明 税理士法人さくらパートナーズ代表社員

監 査 役 岩 本 征 夫
 

（注）１．監査役の筒井俊明及び岩本征夫の両氏は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定

める社外監査役であります。

　　　２．監査役筒井俊明氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しています。

　　　３．監査役岩本征夫氏は銀行出身者として財務面等に関する相当程度の知見を有していま

す。
 

　　　４．当社は、監査役筒井俊明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
(-)

29百万円
(-)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

7
(2)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

7
(2)

37
(2)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　２．取締役及び監査役の報酬限度額については、平成７年３月30日開催の第20回定時株主

総会において、取締役の報酬限度額を年額300百万円以内、監査役の報酬限度額を年額

50百万円以内と決議いただいております。

－ 9 －

会社役員の状況
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③　社外役員に関する事項

　ⅰ　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　　・監査役筒井俊明氏は、税理士法人さくらパートナーズ代表社員であり

ます。当社と同法人との間には特別の関係はありません。

・監査役岩本征夫氏は、他の法人等の重要な兼職はありません。

　　　ⅱ　当事業年度における主な活動状況

主 な 活 動 状 況

筒 井 　 俊 明

当事業年度開催の取締役会18回（臨時取締役会６回を含む）

のうち９回に出席、同監査役会14回（臨時監査役会２回を含

む）のうち９回に出席し、当社の業務執行者から独立した立

場で税理士という専門的見地により意見を表明しておりま

す。

岩 本 　 征 夫

当事業年度開催の取締役会18回（臨時取締役会６回を含む）

のうち14回に出席、同監査役会14回（臨時監査役会２回を含

む）のうち14回に出席し、当社の業務執行者から独立した立

場で銀行出身者という幅広い視点と経験を基に意見を表明し

ております。

④　社外取締役を置くことが相当でない理由

　当社は、迅速でタイムリーな意思決定を行うことを第一に考え、取締役

会は少数の人員でお互いの牽制機能を有効に働かせながら運営してまいり

ました。しかしながら、当社におきましても近時の社外取締役選任の有効

性に関する議論をふまえ、社外取締役候補者の選定を行っているところで

あります。選定にあたりましては、企業経営及び当社の現況への理解とと

もに、当社が属する業界に関する知見並びに客観的な視点での意見をいた

だくための当社経営者からの独立性を有することを要件としております。

しかしながら現時点では、これらの要件を満たす適任者の選定には至って

おりません。

　今後とも、最適なコーポレート・ガバナンスを目指しつつ、引き続き、

当社の社外取締役として適切な人材の確保に向け検討を行ってまいります。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　監査法人アヴァンティア

②　報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

24

 （注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておりませんので、上段の金額にはこれらの

合計額を記載しております。

 　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積も

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて検証を行ったうえで、会計監査人の報

酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　解任又は不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。

　なお、監査役会は、会計監査人の監査の品質等を勘案しまして、再任も

しくは不再任の決定を行います。

(5) 業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）整備に対する基本

方針

　当社は、平成18年５月15日開催の取締役会において、会社法第362条及び会

社法施行規則第100条に基づき、当社の業務の適正を確保するための体制（内

部統制）を次のとおり整備することを決議いたしました。

　また、平成21年２月19日には全面的に見直しを行い修正したほか、反社会

的勢力の排除につき追記しております。

【内部統制の基本方針】

　当社及び当社グループは、「経営の効率性、健全性及び透明性を確保し、

企業価値の継続的な向上と社会から信頼されること」を内部統制の基本方針

としております。

　このため、経営環境の変化に迅速且つ適切に対応するとともに、企業倫理

と法令遵守の徹底及び適切な情報開示を行う内部統制の体制を以下のとおり

整備し、株主をはじめとする全てのステークホルダーからの信頼確保に努め

ます。
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１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　「倉元グループ企業理念」の浸透・徹底により社会的責任とコンプライア

ンス意識の向上を図るとともに意思決定及び業務執行に係る諸規程を定め、

職務の権限と責任及び指示命令系統を明確にし、適正且つ効率的な業務運営

を行う体制を確保します。この中でコンプライアンス委員会を設置しコンプ

ライアンス上の重要な問題の審議を行うほか、ディスクローズ委員会とＩＲ

担当部署を設置し適切な情報の適時開示を推進します。

　また、業務執行の適切性や資産の健全性の確保のため、業務執行部門から

独立した内部監査部門を設置し当社及びグループ会社の内部監査及び内部統

制のモニタリングを定期的に行い、代表取締役社長及び監査役に内部統制の

適切性・有効性に関する報告を行います。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定又は取締役に対する報告に関しては、法令及び社内規程

に基づき、適正にその保存・管理を行います。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

企業活動の持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対処するため、取締役会

はリスク管理委員会を設置し、リスクマネジメントに関する方針及び施策を

総合的に検討し、リスク管理委員会は取締役会等における経営判断に資する

重要な判断材料を提供します。

また、事業部門及び各部門は各々関わるリスクの情報収集・評価・特定・

対策等のリスク管理を行い、定期的にその管理状況を取締役会に報告します。

４．取締役の職務の執行が効率的になされることを確保するための体制

取締役会は、経営方針及び重要な業務執行の意思決定並びに業務執行の監

督を行います。

また、業務執行の有効性と経営の効率性を図る観点から経営環境の変化に

迅速且つ的確に対応するため、代表取締役社長、取締役、監査役、事業責任

者及び部門責任者等で構成される経営会議にて、速やかに取締役会付議事項

の審議・決定及び業務のマネジメントを行います。

５．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

監査役の職務を補助する使用人として、内部監査部門に監査役付き社員を

配置します。当該社員は監査役の指示に基づき職務を行うとともに、監査役

会事務局の補助を行います。

なお、監査役付き社員の独立性を確保するため、当該社員の任命・人事異

動・人事考課に関わる事項は、常勤監査役の意見を尊重します。

－ 12 －
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６．取締役及び使用人が監査役に報告を行うための体制、その他の監査役へ

の報告等に関する体制

監査役は、取締役会、経営会議及びその他の重要な会議に出席し、取締役

及び使用人から重要事項の報告を受けます。監査役が取締役及び使用人に対

して業務執行の報告を求めた場合又は当社の財産の状況を調査する場合は、

取締役及び使用人は迅速且つ的確に対応します。

また、取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生或いは

発生する恐れがある時、その他監査役会が報告すべきと定めた事項が生じた

時は、遅滞なく監査役に報告します。加えて、違法又は不正な行為を発見し

た時には、直接或いは内部通報制度を通じて監査役に遅滞なく報告します。

７．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、代表取締役社長との定期的な会合を行うとともに、内部監査部

門及び監査法人と定期的に情報交換を行うことにより監査の実効性を確保し

ます。

また、業務執行において法的側面からの判断を必要とする場合は、適宜弁

護士・監査法人から助言を受けて監査役の監査が実効的に行われることを確

保します。

８．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社は、当社及びグループ会社にて「倉元グループ企業理念」の徹底を図

り、内部統制の基本方針に基づく体制整備を進め、社是・経営理念等にある

企業の社会的責任を明確に意識した健全な事業活動を推進します。

【反社会的勢力の排除】

当社及び当社グループは、「倉元グループ企業理念」及び「内部統制の基

本方針」にて社会に対する責任を明示し、社会秩序や安全に脅威を与える反

社会的勢力の排除に向け、それら勢力とは一切の関係を遮断することを基本

的な考えとしております。

この基本的な考えに基づき、コンプライアンス遵守の諸規程の中で、反社

会的勢力との関係拒否や当該勢力からの接触を通報するルール等を設け、総

務部が警察や弁護士及び外部の専門機関等と連絡を取り、助言等を受けて対

処する体制を整備しております。
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９．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

であります。

(1) 原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時

取締役会を開催し、法令や定款に定める事項、業務執行に関する決議を

行っております。

(2) リスク管理規程に則り、取締役会や経営会議においてリスクの把握と対

策を検討し、適切な対応に努めました。

(3) 財務報告の適正性と信頼性を確保するため、当事業年度の内部統制評価

計画に基づき、内部統制評価を実施いたしました。

(4) 当事業年度の内部監査方針に基づき、社長直轄の内部監査部が内部監査

を実施いたしました。

（注）この事業報告中の記載金額及び株式数は表示単位未満の端数を切り捨て、

その他は四捨五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年12月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

756,573

155,989

370,867

9,799

29,580

111,801

78,976

△441

1,770,276

1,670,917

573,009

134,215

951,403

7,584

4,704

66,581

32,777

15,480

45,890

△28,593

流 動 負 債 2,264,170

支払手形及び買掛金 55,761

短 期 借 入 金 2,087,498

未 払 金 91,393

未 払 法 人 税 等 4,872

そ の 他 24,645

固 定 負 債 317,058

長 期 借 入 金 267,341

役員退職慰労引当金 36,010

退職給付に係る負債 13,707

負 債 合 計 2,581,229

純 資 産 の 部

株 主 資 本 △51,485

資 本 金 80,000

資 本 剰 余 金 219,563

利 益 剰 余 金 △350,637

自 己 株 式 △411

その他の包括利益累計額 △2,893

その他有価証券評価差額金 △2,893

純 資 産 合 計 △54,379

資 産 合 計 2,526,850 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,526,850

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,699,498

売 上 原 価 1,565,336

売 上 総 利 益 134,161

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 341,204

営 業 損 失 207,042

営 業 外 収 益

受 取 利 息 286

受 取 配 当 金 378

不 動 産 賃 貸 料 20,952

助 成 金 収 入 1,176

そ の 他 6,634 29,427

営 業 外 費 用

支 払 利 息 69,322

支 払 手 数 料 32,866

そ の 他 13,765 115,953

経 常 損 失 293,568

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,166

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,532 5,699

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5 5

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 287,874

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,941 5,941

当 期 純 損 失 293,815

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 293,815

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成 3 0年１月１日残高 4,885,734 6,335,992 △10,978,986 △411 242,329

連結会計年度中の変動額

減 資 △4,805,734 4,805,734 －

欠 損 填 補 △10,922,163 10,922,163 －

親会社株主に帰属する当期純損失 △293,815 △293,815

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 △4,805,734 △6,116,428 10,628,348 － △293,815

平成3 0年1 2月3 1日残高 80,000 219,563 △350,637 △411 △51,485

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証

券評価差額金
その他の包括利益

累計額合計

平成 3 0年１月１日残高 2,398 2,398 244,728

連結会計年度中の変動額

減 資 －

欠 損 填 補 －

親会社株主に帰属する当期純損失 △293,815

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
( 純 額 )

△5,291 △5,291 △5,291

連結会計年度中の変動額合計 △5,291 △5,291 △299,107

平成3 0年1 2月3 1日残高 △2,893 △2,893 △54,379

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成30年12月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

582,641

52,194

43,665

68,542

200,469

9,799

18,235

112,384

14,852

62,497

1,871,503

1,453,125

463,466

13,670

104,245

0

3,518

858,375

9,247

600

66,343

35,333

27,199

3,810

352,034

15,352

0

468,767

△132,085

流 動 負 債 2,228,527

支 払 手 形 45,983

買 掛 金 81

短 期 借 入 金 2,087,498

未 払 金 76,328

未 払 費 用 9,376

未 払 法 人 税 等 4,569

そ の 他 4,690

固 定 負 債 281,048

長 期 借 入 金 267,341

退 職 給 付 引 当 金 13,707

負 債 合 計 2,509,575

純 資 産 の 部

株 主 資 本 △52,480

資 本 金 80,000

資 本 剰 余 金 158,755

その他資本剰余金 158,755

利 益 剰 余 金 △290,825

その他利益剰余金 △290,825

繰越利益剰余金 △290,825

自 己 株 式 △411

評価・換算差額等 △2,949

その他有価証券評価差額金 △2,949

純 資 産 合 計 △55,430

資 産 合 計 2,454,145 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,454,145

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 18 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,518,630

売 上 原 価 1,411,894

売 上 総 利 益 106,735

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 304,831

営 業 損 失 198,095

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 648

不 動 産 賃 貸 料 20,952

助 成 金 収 入 725

そ の 他 6,322 28,649

営 業 外 費 用

支 払 利 息 69,219

支 払 手 数 料 32,866

そ の 他 19,349 121,435

経 常 損 失 290,881

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,166

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,532 5,699

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5 5

税 引 前 当 期 純 損 失 285,187

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,638 5,638

当 期 純 損 失 290,825

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 19 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（平成30年１月１日から
平成30年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

平成30年１月１日残高 4,885,734 5,525,381 749,803 6,275,184 △10,922,163 △10,922,163 △411 238,344

事業年度中の変動額

減 資 △4,805,734 △5,525,381 10,331,115 4,805,734 －

欠 損 填 補 △10,922,163 △10,922,163 10,922,163 10,922,163 －

当 期 純 損 失 △290,825 △290,825 △290,825

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 △4,805,734 △5,525,381 △591,047 △6,116,428 10,631,338 10,631,338 － △290,825

平成30年12月31日残高 80,000 － 158,755 158,755 △290,825 △290,825 △411 △52,480

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成30年１月１日残高 2,277 2,277 240,621

事業年度中の変動額

減 資 －

欠 損 填 補 －

当 期 純 損 失 △290,825

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△5,227 △5,227 △5,227

事業年度中の変動額合計 △5,227 △5,227 △296,052

平成30年12月31日残高 △2,949 △2,949 △55,430

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 20 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成31年２月25日

株式会社倉元製作所
取締役会　御中

監査法人アヴァンティア
代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 木 村 直 人 

業 務 執 行 社 員公認会計士 藤 田 憲 三 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社倉元製作所の平成30年１月１日か
ら平成30年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め、全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社倉元製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　「継続企業の前提に関する注記」に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度までに４期
連続で親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、当連結会計年度においても親会社株主に帰属す
る当期純損失293百万円を計上したことにより、自己資本は54百万円の債務超過になるとともに、取
引金融機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況にある。当該状況により、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められ
る理由については当該注記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されてお
り、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 21 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成31年２月25日

株式会社倉元製作所
取締役会　御中

監査法人アヴァンティア

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 木 村 直 人 

業 務 執 行 社 員公認会計士 藤 田 憲 三 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社倉元製作所の平成30年１月
１日から平成30年12月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め、全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　「継続企業の前提に関する注記」に記載されているとおり、会社は、前事業年度までに４期連続

で当期純損失を計上し、当事業年度においても当期純損失290百万円を計上したことにより、自己資

本は55百万円の債務超過になるとともに、取引金融機関によって期限の利益の確保が短期にとどま

っている状況にある。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に

対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書

類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響

は計算書類及びその附属明細書に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 22 －

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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監査役会の監査報告

監査報告書
　当監査役会は、平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査基本計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査基本計画等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び工場にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統
制については、監査法人アヴァンティアから当該内部統制の評価及び監査の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

2．監査の結果
  (1) 事業報告等の監査結果
 　 ①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
    ②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
    ③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告
に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

  (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成31年２月28日

株 式 会 社 倉 元 製 作 所 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 菅 原 信 次 
監 査 役 筒 井 俊 明 
監 査 役 岩 本 征 夫 

(注)監査役筒井俊明及び岩本征夫の両名は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監
査役であります。

以　上

－ 23 －

監査役会の監査報告書
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株主総会参考書類

議案　取締役４名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（４名）は任期満了となります

ので、改めて取締役４名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の株式数

１
すず

鈴
き

木
 

　
さとし

聡
（昭和45年３月19日生）

平成７年３月　当社入社

経営企画室付

平成11年７月　当社社長室長

平成12年３月　当社取締役

平成15年２月　当社代表取締役副社長

平成16年３月　当社代表取締役社長（現任）

平成18年12月　㈱倉元マシナリー代表取締役

会長（現任）

1,308,690株

２
せき

関
ね

根
のり

紀
ゆき

幸
（昭和30年１月16日生）

平成７年４月　当社入社

経理部長

平成８年３月　当社取締役（現任）

平成23年１月　当社購買・施設部長

平成23年２月　㈱倉元マシナリー取締役

　　　　　　　（現任）

平成28年１月　当社業務部長

平成29年１月　当社業務・管理部長

平成30年５月　当社経営管理部長（現任）

1,300株

３
さ

佐
とう

藤
あき

昭
のり

則
（昭和38年11月６日生）

昭和61年９月　当社入社

平成19年５月　当社生産変革課長

平成21年４月　当社製造課長

平成22年１月　当社製造・技術統括次長

平成23年１月　当社製造技術部長

平成27年５月　当社生産技術部長

平成29年１月　当社製造部長（現任）

平成29年３月　当社取締役（現任）

0株

－ 24 －

取締役４名選任の件
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候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

４
ち

千
ば

葉
かつ

和
ひこ

彦
（昭和48年10月14日生）

平成９年４月　当社入社

平成22年１月　当社営業課長

平成26年１月　当社営業戦略部長

平成28年１月　当社営業部長（現任）

平成29年３月　当社取締役（現任）

2,500株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は、社外取締役を置いておりません。当社におきましても近時の社外取締役選任

の有効性に関する議論をふまえ、社外取締役候補者の選定を検討いたしました。選定

にあたりましては、企業経営及び当社の現況への理解とともに、当社が属する業界に

関する知見並びに客観的な視点での意見をいただくための当社経営者からの独立性を

有することを要件としております。しかしながら現時点では、これらの要件を満たす

適任者の選定には至っておりません。

今後とも、最適なコーポレート・ガバナンスを目指しつつ、引き続き、当社の社外取

締役として適切な人材の確保に向け検討を行ってまいります。

以　上

－ 25 －

取締役４名選任の件
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メ　　モ

メモ
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株主総会会場ご案内略図

宮城県栗原市若柳字川北古川83

栗原市若柳総合文化センター（ドリーム・パル）

電話　0228-32-6600

栗原市若柳総合文化センター
（ドリーム・パル） 至一関

若柳病院

若柳第二大橋

若柳小学校

アスパル
わかやなぎ

若柳中学校
迫桜高校

くりこま
高原駅

至仙台 至伊豆沼 至仙台

国道398号
栗原市

若柳総合支所

若柳警察署

若柳大橋

七十七銀行

平野神社

至一関

若柳・
金成Ｉ.Ｃ

ＧＳ

ＧＳ
商工会

迫川

至
中
田

至
迫
町

石
越
駅

Ｊ
Ｒ
東
北
本
線

東
北
自
動
車
道

至
築
館

至
金
成 東

北
新
幹
線

・ＪＲ東北本線「石越駅」から車で５分

・東北新幹線「くりこま高原駅」から車で15分

・東北自動車道　若柳金成インターチェンジより車で10分

地図
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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
(平成30年１月１日から平成30年12月31日まで)

株式会社倉元製作所

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款の規定に基づき、当社ウ

ェブサイト（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載することにより株主のみなさまに提供し

ております。

表紙
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社グループは、前連結会計年度までに４期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しております。

　前連結会計年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化等によるコスト削減を推し進めると

ともに、新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売

却による借入債務の圧縮を実行いたしました。しかし、当連結会計年度においては、コスト

削減等の効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失207百万円、

経常損失293百万円を計上するとともに、親会社株主に帰属する当期純損失293百万円を計上

するに至っております。また、自己資本は54百万円の債務超過となり依然として厳しい状況

で推移しております。

　このような状況を受け、当社は、平成30年12月末から平成31年３月末までの借入金の返済

を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって

期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しております。これらにより、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社グループは当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下

の諸施策を実施しております。

①既存のガラス基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化すると

ともに、受注拡大に向けた試作開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した

新規ビジネスを展開してまいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、そ

の有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに挑んでまいります。さらに、長期的に

は他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分

野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理

業務の効率化を図り固定費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規

模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び人員配置の見直しを機動的に実施し

てまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力して

まいります。設備投資については投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、

初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコス

トを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる方法を検討し

てまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向

け、資金を最大限に活用してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、

現状においては厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断して

おります。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう協議を進め

てまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められます。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提

に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類には反映しておりません。

－ 1 －

連結注記表
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２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社倉元マシナリー

② 非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用の関連会社数

持分法適用の関連会社はありません。

－ 2 －

連結注記表
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(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．たな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～41年

機械装置及び運搬具　４年～14年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

－ 3 －

連結注記表
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 502,318千円

機械装置及び運搬具 13,341千円

土地 928,650千円

計 1,444,309千円

　上記の物件に対応する債務

短期借入金 1,851,363千円

長期借入金 244,369千円

計 2,095,733千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 20,815,626千円

(3) 受取手形割引高 198,806千円

(4) 連結会計年度末日満期手形の処理について

　連結会計年度末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したが

って、当連結会計年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり連結会計年度末日満期手形

が当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 7,943千円

支払手形 8,898千円

－ 4 －

連結注記表
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 16,143,170株 －株 －株 16,143,170株

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループ各社の与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を決算期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有するものであり、定期的に時価を把握しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達であります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

－ 5 －

連結注記表
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
(※1)

時価
(※1)

差額

① 現金及び預金 155,989 155,989 －

② 受取手形及び売掛金 370,867 370,867 －

③ 投資有価証券

 その他有価証券 13,973 13,973 －

④ 支払手形及び買掛金 (55,761) (55,761) －

⑤ 短期借入金 (2,087,498) (2,087,498) －

⑥ 未払金 (91,393) (91,393) －

⑦ 長期借入金(※2) (267,341) (267,341) －

　(※1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

　(※2) 長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

① 現金及び預金、並びに② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

③ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 短期借入金、並びに⑥ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

⑦ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた金額とほぼ等しいと想定されることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額1,507千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「③ 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 △3円37銭

(2) １株当たり当期純損失 18円20銭

－ 6 －
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７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

８．その他の注記

　該当事項はありません。

－ 7 －
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社は、前事業年度までに４期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しておりま

す。

　前事業年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化等によるコスト削減を推し進めるととも

に、新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売却に

よる借入債務の圧縮を実行いたしました。しかし、当事業年度においては、コスト削減等の

効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失198百万円、経常損失

290百万円を計上するとともに、当期純損失290百万円を計上するに至っております。また、

自己資本は55百万円の債務超過となり依然として厳しい状況で推移しております。

　このような状況を受け、当社は、平成30年12月末から平成31年３月末までの借入金の返済

を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって

期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しております。これらにより、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社は当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策

を実施しております。

①既存のガラス基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化すると

ともに、受注拡大に向けた試作開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した

新規ビジネスを展開してまいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、そ

の有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに挑んでまいります。さらに、長期的に

は他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分

野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理

業務の効率化を図り固定費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規

模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び人員配置の見直しを機動的に実施し

てまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力して

まいります。設備投資については投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、

初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコス

トを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる方法を検討し

てまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向

け、資金を最大限に活用してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、

現状においては厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断して

おります。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう協議を進め

てまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められます。

　なお、計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に関

する重要な不確実性の影響を計算書類には反映しておりません。

－ 8 －
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２．重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ア.子会社株式　　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

イ.その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　　　　　　　　　　 定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　18～31年

機械及び装置　４～14年

② 無形固定資産　　　　　　　　　　 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

－ 9 －
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(3)引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 退職給付引当金　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

② その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

３．表示方法の変更

　前事業年度において「無形固定資産　その他」に含めておりましたソフトウエア仮勘定（前

事業年度は16,723千円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記

しております。

－ 10 －
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 399,933千円

構築物 6,852千円

機械及び装置 13,341千円

土地 835,622千円

計 1,255,749千円

また、上記の他に関係会社の土地、建物を担保に供しております。

上記の物件に対応する債務

短期借入金 1,851,363千円

長期借入金 244,369千円

計 2,095,733千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 20,624,533千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

① 長期金銭債権 433,839千円

② 短期金銭債務 66千円

(4) 受取手形割引高 198,806千円

(5) 期末日満期手形の処理について

　期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり期末日満期手形が当事業年度末残高に含ま

れております。

受取手形 6,540千円

支払手形 8,898千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 営業費用 2,283千円

(2) 営業取引以外の取引高 193千円

(3) 固定資産の購入高 28,414千円

－ 11 －
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 880株 －株 －株 880株

７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 12,909千円

減価償却の償却超過額 256,575千円

減損損失 683,192千円

退職給付引当金 4,642千円

貸倒引当金 44,737千円

投資有価証券評価損 13,616千円

関係会社株式評価損 74,290千円

繰越欠損金 1,629,548千円

その他 4,760千円

繰延税金資産小計 2,724,273千円

評価性引当額 △2,724,273千円

繰延税金資産合計 －千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 12 －
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９．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種類
会社等の
名称

住所

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱倉元マ
シナリー

宮城県

名取市
22,000

産業用機械
の製造販売

所有
直接
73.5

兼任３名

製造設備の
購入
資金の援助
(注)２．
担保被提供

修繕部材等
の購入
(注)３.

2,283

未払金 66
製造設備の
購入
(注)３.

28,414

― －
投資その他
の資産(そ
の他)
(注)４．

433,839

当社の借入
金に対する
土地・建物の
担保被提供

200,000 － －

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

３．取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様に両者間の交渉により決定しており、支払条件も一般の取引先と同

様であります。

４．子会社に対する債権のうち貸倒懸念債権に対して110,252千円の貸倒引当金、5,584千円の貸倒引当金繰入額を計

上しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 △3円43銭

(2) １株当たり当期純損失 18円02銭

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 13 －
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